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全国で相次ぐ孤立死の発生を受け、「孤立予防対策検討委員会」を設置し、地域における孤立予

防対策の検討を行いました。検討委員会での検討結果及び今後の取組の方向性について報告します。 

 

１ 検討委員会報告書の主なポイント                         

（１） 基本的な考え方 

  ○突発的な事故、疾病等により「誰にも看取られない死」を迎える可能性は誰にでもあるが、死

後、長期間発見されない事態は防ぐ必要がある。 

  ○地域等との関わりが乏しい状況の中で、必要な支援やサービスが受けられない、または、支援を

求めることができないことに誰も気づかない状況や、その状況下での死、さらには、それに起因

する連鎖的な死を防ぐことが必要である。 

○孤立予防対策を進める上では、困った時に「助けて」といえる連絡先や相談先を決めておく等

の「自助」がまず必要になる。あわせて、隣近所への気づきの目を広げる、地域の中で支えあ

う等の「共助」、行政機関、サービス事業者等が行う「公助」を組み合わせていく必要がある。 

○地域に住む一人ひとりの住民が日常生活のどこかで、何らかの関わりやつながりを持つことができ

る地域づくりを進めていくことが、孤立予防対策につながる。 

○行政、地域、関係事業者等の役割を明確にし、様子がおかしい等の「異変」を発見した際の対応 

を明確にすることが孤立死の未然防止、早期発見等につながる。 

 

（２） 地域のつながりの現状 

現在も福祉保健サービスや、定期的な見守り等の支援が必要と判断され、本人等にも利

用意向がある場合には、専門的な支援や地域における見守り活動などの「定期的、専門的

な見守り」が行われています。 

これらの支援をとおして、日常生活におけるつながりが保たれています。 

 

＜「定期的、専門的な見守り」の例 ＞ 

○介護保険サービス事業者、障害福祉サービス事業者による支援 

   介護保険サービス、障害福祉サービスの提供 等 

○地域が主体となって行っている活動 

   民生委員・児童委員等による定期訪問活動、配食、会食サービス、サロン活動 等 

○横浜市が施策として取り組んでいる主な事業 

地域福祉保健計画推進事業、ひとり暮らし高齢者「地域で見守り」推進事業、民間活力による高齢 

者見守り推進事業（食事サービス・買い物サポート）、災害時要援護者支援事業、あんしん電話 等 
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 一方で、支援が必要であるにも関わらず、以下のような理由で支援につながっていない

人がいることも事実であり、この現状を踏まえた対策が求められています。 

 

○隣近所等の付き合いの希薄化による地域コミュニティの機能低下や個人のプライバシーに関する 

住民の意識が高まる中で、支援が必要な人の情報を把握することが難しくなっている。 

○申請主義に基づき提供されるサービスが多い中、行政であっても、支援を拒否する人に対し、具体的 

なサービスにつなげることが難しい。 

 

（３） 今後の孤立予防対策の考え方 

検討委員会では、今後の孤立予防対策について以下のように整理しました。 

  

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○孤立予防対策を進めるにあたっては、地域のつながりや支えあいが重要であり、これまでも行

われてきた自治会町内会への加入勧奨や地域活動等による地域のつながりづくりや、見守り活

動の継続が必要。 

あわせて、地域住民一人ひとりがちょっとした関心を隣近所に向けるための意識啓発が必要。

○昨今の事例を踏まえ、「定期的、専門的な見守り」に加え、「緩やかな見守り」により、気づき

の目を拡大し、地域の中で重層的なつながりづくりを進めていくことが必要。 

 

※緩やかな見守り：地域の活動主体が、日常生活や日常業務の中でさりげなく様子をうかがい、

異変を発見した場合に、警察、消防や区役所などの関係機関への連絡を行う。

＜定期的、専門的な見守りと緩やかな見守りのイメージ＞ 
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２ 孤立予防対策に関する事業者との連携について                   

  地域の中で気づきの目を広げていくため、日常業務の中で、地域住民に密着したサービス

を提供する関係事業者に対し、「緩やかな見守り」への参加などの協力を依頼し、孤立予防対

策について連携した取組を進めます。 

（１）協力事業者（７者／12 月 14 日時点） 

   東京電力、東京ガス、日本郵便、水道局、ＬＰガス協会、京浜新聞販売組合、コープか

ながわ 

 

（２）主な協力依頼事項 

   ①緩やかな見守りへの参加（日常業務の中で、異変を発見した際の関係機関への連絡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②生活困窮に係る申し出があった場合の対応 

サービス供給停止の予告や利用料金徴収時等に、本人または家族等から生活困窮の申

し出があった場合の区役所保護課への案内 

 
 

３ 今後のスケジュールについて                          

平成 24 年 12 月 14 日(金)  関係事業者に対する協力依頼書の交付 

              あわせて、各事業者において営業所等への周知を依頼しています。 

平成 25 年 １月中旬    孤立予防対策の運用開始（予定） 

   

今後、市域で活動している他の事業者等にも協力依頼を行っていく予定です。 

      

 

＜生命の危機が疑われる場合＞ 

⇒警察、消防への連絡を要請 

 部屋の中から異臭がする、窓等から人が倒れているのが見える 等 

＜緊急性が予見され、安否確認等の必要性が感じられる場合＞ 

⇒区役所の連絡窓口への連絡を要請 

・これまで長期にわたって不在にする際などは連絡があったが、連絡がなく、

郵便受けに新聞や郵便物等が溜まっている。 

・何日間も同じ状態で、洗濯物が干したままになっている 等 




































































































